
             

 

日 時：令和８年７月１４日（火） 

午後２時～ 

                会 場：山梨県庁防災新館 301,302会議室 

 

 

【次 第】 

 

 １ 開 会 

 

２ 委員長あいさつ 

 

 ３ 報告 

 （１）第１回少人数教育推進検討委員会の概要について 資料１ 

 

 ４ 議題 

 （１）中学校における少人数教育の在り方について 資料２ 

 

５ その他 

 

 ６ 閉 会  

 

 

【参考資料】 

① 各学年の特徴と発達段階に応じた指導の工夫例 

（令和２年度少人数教育推進検討委員会報告書より） 

 

   ② 中学校１年生を１学級増とした場合の週持ち授業時数の試算 

 

③ 令和８年度はぐくみプラン該当基準 

 

   ④ 令和８年度 35人学級編制とアクティブクラス 

第２回少人数教育推進検討委員会 

 



資料１ 

 

 

第１回少人数教育推進検討委員会の概要 
 

 １ 報告事項 

 令和６年度の検討委員会の概要と県の取り組み、令和７年度の効果検証

を踏まえた成果と課題について、事務局から説明。 

 

 ２ 議題 

 （１）２５人学級導入の効果等の検証について 

・２５人学級導入の効果検証の目的や内容、調査対象、調査方法等につ 

いて説明。 

・令和２年度から実施している調査結果の概要を暫定値として説明。 

 

 （２）中学校における少人数教育の在り方に関する意見交換 

 （委員からの主な発言） 

   ・現在の「はぐくみプラン」にある1.5人の加配が非常に有効であり、

柔軟な対応ができるので継続していくことが重要である。 

   ・少人数学級には賛成であるが、中学校の場合、教科の配置の問題が大

変難しい。 

   ・発達段階の違いは確かにあるが、中学校での教員の働き方改革、不登

校生徒の増加、中１ギャップなどの問題を考慮しなければならない。 

   ・小学校、中学校の接続が難しく、中１ギャップという言葉もある中 

で、少人数学級は有効だと思う。 

   ・中学校の少人数教育を推進するに当たり、キャリア形成の観点から、

中学生の自己肯定感などについてみていきたい。 

・教科担任制を実施している中学校においては、人的配置などについ 

て、柔軟な運用が必要ではないか。 

   ・小中学校の連携という視点も非常に大切である。 

・探究的な学びを大事にし、学びの本質を高めていくには、先生方が子 

供一人一人と関わっていく時間が非常に大切である。 

・全教職員で子供たちに当たっていく体制を学校が考えることが大事で 

あり、そのためには校長のマネジメントがとても重要である。          

                         など 
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資料２ 

 

 

議題（１）中学校における少人数教育の在り方について 

 

【経過】令和６年度少人数教育推進検討委員会報告書（中学校への接続について）より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】令和８年度学級編制基準 

 小学校 中学校 

 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年 

国基準 35人 35人 35人 35人 35人 35人 35人 40人 40人 

県基準 25人 25人 25人 25人 
25人 

（30） 

25人 

（30） 
35人 35人 35人 

               ※国は、令和９年度に中学校２年生の学級編制基準を 35人とする。 

 

【論点】 

 ① 中学校における少人数教育を進めるにあたり、どのようなことを考慮

する必要があるか。 

 ・中学生の発達段階の特性 

   ・中学校の教育活動の特性 

   ・小中学校の接続 

   ・教員の負担軽減   など 

 

② 中学校における少人数教育は、どのような方策が望ましいか。 

・小中学校の指導形態の違い 

・アクティブクラスの効果   など 
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令和2年度少人数教育推進検討委員会報告書より

【参考資料①】

－３－



別紙 令和８年度はぐくみプラン該当基準 

 

はぐくみプラン実施要綱に基づき、はぐくみプランの該当基準を以下に定める。 

※ 短時間勤務の教員･･･再任用教員（短時間勤務）、非常勤講師（年間 700時間） 

 

○ 小学校１～４年生 

（１）１クラスの場合････アクティブクラス 

35 人学級編制において、学年１学級で、かつ、児童数が 26～35人の学

級に原則短時間勤務の教員２名を加配することができる。 

 

（２）２クラス以上の場合･･･25人学級編制 

35 人学級編制において、学年２学級以上で、かつ、１学級当たりの 

平均児童数が 25人を超える学校は次のいずれかを選択する。 

 

  〈25 人学級編制〉 

   ・25人学級編制を実施した際の増加学級数と同数の加配を行う。 

 

  〈アクティブクラス〉 

・35 人学級編制の学年については、常勤教員または短時間勤務の教員

を加配することができる。ただし、その学年に新たに加配される教員

数の上限は、25人学級編制を実施した際の増加学級数と同数とする。 

また、常勤教員１名は短時間勤務の教員２名に換算できる。 

 

○ 小学校５～６年生 

（１）１クラスの場合････アクティブクラス 

35 人学級編制において、学年１学級で、かつ、児童数が 31～35人の学

級に原則短時間勤務の教員２名を加配することができる。 

 

（２）２クラス以上の場合･･･30人（令和８年度の県基準） 

35 人学級編制において、学年２学級以上で、かつ、１学級当たりの 

平均児童数が 30人を超える学校は次のいずれかを選択する。 

〈県基準：30人で学級編制〉 

   ・30人で学級編制を実施した際の増加学級数と同数の加配を行う。 

 

  〈アクティブクラス〉 

・35 人学級編制の学年については、常勤教員または短時間勤務の教員

を加配することができる。ただし、その学年に新たに加配される教員

数の上限は、30 人で学級編制を実施した際の増加学級数と同数とす

る。また、常勤教員１名は短時間勤務の教員２名に換算できる。 

 

○ 中学校１年生 

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（以下

「義務標準法」という）の一部を改正する法律の施行に伴い、国の学級編制

基準が 35人となることから、義務標準法に基づき 35人学級編制を行う。 

（国基準[35人学級編制]＝県基準（はぐくみプラン）[35人学級編制]） 

 

○ 中学校２～３年生 

（１）１クラスの場合････アクティブクラス 

40 人学級編制において、学年１学級で、かつ、生徒数が 36人～40人の

学級に短時間勤務の教員１名を加配する。 

 

（２）２クラス以上の場合･･･35人学級編制とアクティブクラスの選択制 

40 人学級編制において、学年２学級以上で、かつ、１学級当たりの 

平均生徒数が 35人を超える学校は次のいずれかを選択する。 

 

〈35 人学級編制〉 

・35人学級編制を実施した際の増加学級数に 1.5を乗じた加配を行う。 

 

  〈アクティブクラス〉 

・40人学級編制において、１学級の生徒数が 36人以上の学級に短時間

勤務の教員１名を加配する。ただし、３名を上限とする。 

・短時間勤務の教員２名は常勤教員１名に換算できる。 

【参考資料③】
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山梨県教育委員会

◇ 現１クラスの場合

（３６人～４０人）

単級アクティブクラス

◇ 現２クラスの場合→３クラス ◇ 現２クラスのまま、教員を加配

中学校２～３年生において、２学級以上で、かつ１学級当たりの平均生徒数が３５人を超える学校は、３５人学級を基本とします。（国基準４０人）

ただし、学校の実情に応じてアクティブクラスとなる場合があります。

35人学級編制（例） R8 アクティブクラス（例）

１年１
組

26人

２年１組

３６人 ３６人

２年１組

R8 35人学級編制とアクティブクラス

２年１組

３６人

２年２組

３６人

２年１組

２４人

２４人

２年２組

２４人

２年３組

２年１組

２年２組

３６人

３６人

２年１組

２年２組

３６人

３６人

（加配例）

【参考資料④】

短時間勤務
の教員１名

短時間勤務
の教員３名

常勤１名

短時間勤務
の教員１名
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